様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
１．大阪府ひとり親家庭医療費助成制度については、親子の健康が自立の基盤となることはもとより、将来を担う子どもの健やかな育成を図るため、同居親族の所得要件を廃止し、本人のみの所得を基準とされたい。また、22歳までの大学生等とその保護者に対して、ひとり親家庭医療費助成制度延長を大阪モデルとして創設されたい。 

	○　ひとり親医療費助成制度は国の母子家庭等に対する援護を補完するという趣旨で実施しているものであることから、児童扶養手当の一部支給を準用し、所得要件については、父または母等だけでなく、同居の扶養義務者等も対象とし、所得制限限度額を設けるとともに、助成対象についても、18歳到達年度末の子並びに母または父等を対象にしている。

○　また、助成対象については、児童扶養手当の制度改正にあわせ、平成30年度からの福祉医療費助成制度の再構築において裁判所からDV保護命令が出されたDV被害者に対象を拡充した。

○　なお、ひとり親医療費助成制度を含む福祉医療費助成制度については、すべての都道府県において実施されており、事実上のナショナルミニマムとなっていることから、これまでも、国において制度を創設するよう強く要望しているところであり、引き続き国に制度化を求めていく。

	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子ども家庭企画課





様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
２．母子家庭の母等の雇用にあたっては、就業の支援に関する特別措置法に基づき自治体や地元企業で正規雇用の拡大を図るなど、正規雇用施策の積極的な取組みを促進されたい。 

	○　母子家庭の母等の雇用の確保は、安定した生活を送るために重要な課題として認識。

○　府としても、令和７年度からの第五次ひとり親自立促進計画の策定において、「母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進」を重点施策としていることから、母子家庭等就業・自立支援センターにおける就業支援等をこれまで以上に進めていくことが必要と考えている。

○　これまでも行政の福祉化の一環として、非常勤職員の雇用に取り組んでおり、６月には全庁の行政の福祉化担当に周知・依頼したところ。さらに、来年度の雇用に向けて、年度末頃に関係部局に対し改めて周知する予定。

○　平成31年４月に施行された、改正ハートフル条例では、ひとり親や生活困窮者にも対象を拡大し、就労支援を進めるための府や事業主等への責務が規定された。府では、令和３年度から、ひとり親の雇用や子育てをしやすい職場環境づくりに積極的に取り組む企業を表彰することで、その功績を讃えるとともに広く府民に周知し、仕事と子育てを円滑に両立できる環境が広がることを目指す、大阪府子育てハートフル企業顕彰を実施している。

○　今年度は、９月から10月末まで募集を行うこととしており、令和８年２月に表彰式を予定。本事業を通じてひとり親の雇用拡大につながるよう取り組んでいく。


	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課






様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
３．ひとり親家庭の就業環境の整備を図るため病児保育・病後児保育を少なくとも中学校区に１ヵ所は実施し、利用方法も簡素化されたい。 

	○　病児保育事業（病児・病後児保育事業）は、平成27年４月より第二種社会福祉事業として明確に位置づけられ、平成28年には子どもの急な発病に対する病児保育施設への送迎費補助の追加や、人員の配置基準が緩和され、また病児保育の施設整備に対する補助事業が創設された。令和３年度からは、より安定した運営を行うため、利用児童数の変動による影響を抑えた補助制度への改正がされたところ。

○　病児保育の実施主体である市町村は、地域のニーズに基づいて「市町村子ども・子育て支援事業計画」を策定し、事業を行っているところであるが、本府としても事業費や施設整備費の補助、制度に係る情報提供を通して、病児保育事業に取り組む市町村を引き続き支援していく。

○　施設は、病児の子どもを安全に預かるため、必要な情報を事前に把握する必要があり、利用方法については、市町村がそれぞれの考え方に基づき責任をもって運用しているところである。府としては、府民の利便性向上の観点から、市町村間における病児保育の広域連携を支援し、施設の広域利用を促進していく。　

	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課







様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
４．放課後児童クラブについては、高学年までの利用引き上げを市町村において格差なく整備を図られたい。

	○　放課後児童クラブの実施主体は市町村であるため、市町村が地域の実情に応じて整備を行っているところ。

○　高学年までの受入については、令和７年５月１日時点で、37の市町村が６年生までの受入を行っている。

○　府としては、各市町村において適切な利用希望ニーズの把握やクラブの整備を行っていただけるよう、市町村が集まる機会をとらえ、情報提供等を行うと共に、クラブの整備費用に係る財源措置に努めてまいりたい。
　

	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課







様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
５．ファミリー・サポート・センター事業を利用するひとり親世帯については、親の所得に応じて利用料金の軽減を図られたい。

	○　ファミリー・サポート・センター事業は、仕事と子育ての両立支援等を図るうえで重要な事業であると認識。

○　利用料金の減免措置については、市町村が地域の実情に応じて実施するもの。

○　府としては、大阪府新子育て支援交付金の「ファミリーサポートセンター利用支援事業」により、ひとり親家庭の利用料金軽減を図る市町村の取組みを引き続き支援してまいる。　


	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課






様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
６．母子家庭の母等の雇用対策事業等として母子・父子福祉団体が運営する公共施設内等の売店や自動販売機の設置については「母子及び父子並びに寡婦福祉法」及び「特別措置法」の理念に基づき優先して許可されたい。

	○　自販機設置に伴う行政財産の使用料収入が当該公共施設の運営費の財源になっていることから、公募により一番高い金額の応札者と契約するという手法を変更するには難しい事情がある。

○　そのような状況ではあるが、公共施設内の売店や自動販売機等の設置運営については、毎年６月と２月に行政の福祉化担当を通じて全庁に周知・依頼しているところ。

○　その結果、令和7年度より、新たに南部流域下水道事務所、中部水みらいセンター及び狭山水みらいセンターにおける自販機(計３台)について、公募によらず貴連合会と随意契約をした。

○　財政的に厳しい状況ではあるが、本制度の趣旨を踏まえ、担当部局として引き続き全庁的に働きかけてまいる。

	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課







様式　２
回　　　　　　答

団体名（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会）

	（要望項目）
７．貧困寡婦の生活安定対策として、ひとり親家庭を経たひとり暮らしの寡婦に対し、寡婦の医療費助成制度を創設されたい。

	○　医療費の面では、国の母子家庭等に対する援護を補完するという趣旨で、ひとり親の児童扶養手当受給者を対象に実施するとともに、寡婦を含めたひとり親家庭の方が自立に向け取り組んでいただくための支援として、府立母子・父子福祉センターで子育てや生活、就業支援等を行っているところ。

○　本府としては、これらの取組みを重点的に進めることで、ひとり親家庭を経て寡婦となる方の生活の安定に資するよう、努めてまいりたい。

	（回答部局課名）
福祉部　子ども家庭局　子育て支援課






